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1. はじめに
現在のネットワークの環境では，IP アドレスを用いて，サー

バがクライアントへ，ルータといったネットワーク機器を用い
てパケットを転送することが一般的である．これは，通信に際
して，コンテンツ名と IP アドレスを変換する名前解決のた
めのオーバーヘッドが発生する．また，昨今，インターネット
ではテキストや画像のやりとりだけでなく，動画や音声のよう
な大容量のリッチコンテンツとよばれるものが主流になってお
り，YouTube や Netflix などに代表される動画事業者からの
配信といったように，大容量，低遅延のコンテンツ配信の需要
が大きく増加している．以上からトラフィックの急激な増加が
予想されるため，効率的なコンテンツ配信として，各ルータに
おいてコンテンツをキャッシュし，コンテンツ名を主体とした
通信である，情報指向ネットワーク (ICN: information-centric
networking)が検討されている．

ICNでは，コンテンツ要求元が interestを送出したとき，各
経路上ルータはコンテンツ名で転送する．この時，要求コンテ
ンツがルータ内でキャッシュされている場合には interest を転
送せずに，コンテンツを直接配信する．これにより，名前解決の
ためのオーバーヘッドを回避し，よりユーザに近い位置からの
効率的なコンテンツ配信が可能となり，遅延時間やネットワー
ク負荷の軽減が期待できる．ISP (Internet Service Provider)
は，インターネット全体への接続性を確保するため，トランジッ
ト ISP と接続を行ない，隣接 ISPとのトラフィック量に応じ
てトランジット費をやり取りしているが，ICNの導入に伴い，
ISP間の交流トラフィックが変化するため，ICN導入が各 ISP
の利益に影響を与える．また，ICNの導入は各 ISPの経営判
断に基づくため，ICNの普及可能性を明らかにするには，ICN
導入による各 ISPの利益への影響を分析する必要がある．
これまでの研究では，階層的な AS (autonomous system)

間のトポロジ構造を対象に，ICN 普及時の各階層の AS の収
益を分析し [1][2][3]，ICN導入の恩恵が大きいレイヤ 1の ISP
に ICN導入を促すにはインセンティブが必要であることを明
らかにしたが，インセンティブの付与法は未解決である．イン
センティブを付与するには，収益が増加する ISP から増加収
益の一部を徴収して基金を作り，収益が減少する ISP に基金
から補助金を付与することが有効である．そこで本稿では階層
型 ASトポロジを想定し，新たに一定割合の ASが ICNを導
入したときの収益の変化を解析的に導出し，適切な調整金のシ
ステムを検討する．
2. 想定条件

M 個のコンテンツが全 AS上で提供され，各コンテンツの
サイズは均一とし，各配信要求において各コンテンツ mが一
定の確率 qm で選択されると想定する．qm は，パラメタ 1の
Zipf 分布に従うとし，各コンテンツは qm の降順で割り当て，
q1 が最も人気度の高いコンテンツ，qM が最も人気度の低いコ
ンテンツの要求比率とする．ISP はトランジット契約をした
customer ISPに対して，月間にトランジットリンク上に流れ
たデータ転送レートに応じた料金を課金する．月間のトラン
ジット費 T は，トランジットリンク上の両方向のデータ転送
レートの合計値に基づき算出する sum modelを想定する．ま
た，各 AS は自身の各収容ユーザから定額 P の料金を徴収す
ると想定し，P に収容ユーザ数を乗じた Aを月間アクセス費

として受け取ることができるとする ．
二つの AS が接続するときの形態は，転送データ量に応じ

たトランジット費を徴収するトランジット接続と，両者料金
支払いのないピアリング接続に分類される．主に上位レイヤ
AS が provider として，トランジットサービスを提供し，下
位レイヤ ASが customerとして対価を支払い，トランジット
接続をする．上位 ASから見たときの両者を接続するリンクを
provider-to-customer (p2c)リンクと呼び，下位 ASから見た
ときには customer-to-provider (c2p) リンクと呼ぶ．つまり，
同一のトランジット接続リンクが，一方にとって p2c リンク，
他方にとって c2pリンクとなる．一方，トランジット費の支払
いが行われないピアリング接続を p2pとし，これは，同階層の
ASが接続する際に用いられることが多い．

CAIDAのWebサイトで公開されている AS間のトポロジ
に関する二つのデータ，as rel file，as2attr fileを用いて，AS
トポロジを 3階層のツリー型トポロジでモデル化する [1]．図
1に，本稿で想定する AS間トポロジモデルを示す．各レイヤ
k の AS (LkAS) の数を Nk と定義し，各 LkAS の，Lk+1AS
に対する平均 p2c リンク数，Lk−1AS に対する平均 c2p リン
ク数を， gpck ，gcpk と定義する．各 LkASは，各 Lk+1ASとの
間にそれぞれ，均一な確率 gpck /Nk+1 でリンクが存在するとす
る．また，同様に，確率 gppk /(Nk − 1)で，各 LkAS間に p2p
リンクが存在するとする．

図 1: AS topology model

各レイヤ k の ASに収容される contents provider (CP)と
ユーザ (user)の比率をWkとする．その他AS間トポロジ，CP
やユーザの収容パタン，AS間ルーティングなどのすべてのポ
リシィは [1]で定義したものを想定する．
また，各 LkASのキャッシュ容量を Bk < Bk+1 となるよう

設定する．ICN導入 ASはコンテンツのキャッシュ可否を自由
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に判断できる．provider ASから c2pリンクを通ったコンテン
ツをキャッシュすることで，次回以降，provider ASに Interest
を転送することなく，自身のキャッシュからコンテンツを配信
することができ，トラヒック量，つまりはトランジット費を削
減することが可能となる．そのため provider AS から受信した
コンテンツはキャッシュする．一方で， customer ASから p2c
リンクを通ったコンテンツ，p2p リンクからのコンテンツは，
トランジット費やキャッシュ資源の面で利点がないためキャッ
シュしない．
3. AS間の調整金の導出

LkAS が ICN を導入している確率を Pk としたときの，配
信フローが uphill方向に通る確率 Fu,k と，downhill方向に通
る確率 Fd,k を用いて，[1][2][3] で提案した部分的に ICNを導
入した場合の AS間接続リンク上に発生するトラヒック量をも
とに，各 LkASのトランジット費 Tk の変化を導出する．また，
ICN 導入でユーザにより近い位置からコンテンツを配信でき
ることによって，配信遅延時間の低減が期待できる．配信遅延
時間が減少することで，ユーザの満足度が上がり，ユーザの支
払い許容額の増加が予想される．本稿では配信遅延時間を経由
ホップ数で考え，ユーザの配信遅延に対する感応度を S で定義
し，配信遅延時間が 1ホップ減少するごとにユーザからの収益
が S ％上昇するとする．LkAS収容ユーザからコンテンツまで
の経由ホップ数が nである確率Hk,n を用いて求めたユーザか
らの収益期待値 En をもとに，各 LkASのユーザからのアクセ
ス費 Ak の変化を導出する．

Tk は一方の利益が一方の損失となるゼロサムゲームである
が，Akは市場への新たな資金の流入であるため，AS間の協力，
つまり ICNの導入でより大きな収益を ISPは得ることができ
る．そこで協力して得た成果をどのように分配するかを考える
ために，両者の効用を最大化する合意案を求めることができる
ナッシュ交渉解を利用し，AS間の調整金を導出する．ICN導
入前後の LkASの収益変化量を ∆Rk，全 LjASから全 LkAS
へ受け渡す金額の合計を調整金 xk,j（k ＜ j) とし，ナッシュ
交渉解によって，効用 ∆Rk+xk,,j と ∆Rj-xk,j の積を最大化
する xk,j を求める．
4. 結果

ICN が未導入の状態から，すべての L1AS が ICN を導入
したときの各 LkAS収益の変化量∆Rn を導出した．すなわち
L1ASのみの ICN普及率 P1 を 0から 1へ変化させ，その前後
の各レイヤの ASの収益変化量を評価する．図 2は，感応度 S
を変化させたとき の ∆Rn を表したものである．∆Rn の符号
から，Sが十分小さいとき，従来通り，ICNを導入することで，
リンク間を流れるトラフィック量が減少し，L1ASの収益は減
少，L2，L3ASの収益は増加する．反対に S が大きいとき，す
べてのレイヤで，ホップ数の減少によって Aが大きく増加し，
ICN導入で，L1ASの収益も増加することになる．この結果か
ら，∆R1 ＜ 0である S の値では，ICN普及のためには，イン
センティブが必要であるといえる．一方でレイヤ 1の収益が正
の値であるとき，レイヤ 1の ISPは自然に ICNを導入するこ
とになるため，インセンティブは必要でないといえる．
次に，∆R1 ＜ 0であり，ユーザからの収益の変化が大きく

なる S=9に設定 し，P1 のみを 0から 1まで変化させたとき
の，xk,j を導出した．図 3は，P2，P3 がそれぞれ，0のとき，
0.5のとき，1のとき，つまり，新たに ICN導入するときの他
ISP の ICN 普及率と x1,2 の関係を示したものである．P1 の
増加によって，必要な調整金額も増加する．また，P2，P3 が
大きくなると，x1,2 の値は小さくなる．x1,3 でも同様の結果が
得られた．調整金について，他 ISPで ICNがすでに導入され
ているほど，レイヤ 1の受け取る調整金が小さくなるが，これ
は，すでに下位レイヤでキャッシュされているコンテンツが多
なり，レイヤ 1の ICN導入の恩恵を下位レイヤが受けにくく
なったためであると考えられる．

5. まとめ
効率的なコンテンツ配信として，コンテンツ名を主体とした

通信である ICNが検討されている．本稿では AS 間のトポロ
ジを 3階層でモデル化し，ICNの普及時において，ICNを導
入したときの各 ISP の収益に与える影響を分析するため，ト
ランジット費とユーザからのアクセス費の 2点について導出し
た．また，ナッシュ交渉解を用いたときの ISP間での調整金を
導出した．ユーザからのアクセス費は，配信遅延時間低減によ
り上昇するものとし，その感応度により，各レイヤの収益は変
化した．今回のモデルでは，レイヤ 1,2の収容ユーザの比率が
大きいため，レイヤ 1,2の収益が増加しやすい構造であったと
考える．
今後は，現実的な状況により近くするために，レイヤごとに

ICN普及の方法を変更し同様に数値評価を行う．さらには実際
のトポロジを対象として，同様のインセンティブメカニズムが
実現可能かも評価していきたい．

図 2: 各レイヤの ISPの収益変化

図 3: レイヤ 1,2間の調整金
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